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こども・若者の社会参画・意見反映第１節

国の政策決定過程へのこども・若者の
参画促進
ア　「こども若者★いけんぷらす」の着実な

実施【こども家庭庁】
こども基本法では、こどもや若者の意見の

尊重等が基本理念として掲げられ、また、国
や地方公共団体に対し、こども施策を策定等
するに当たっては、こどもや若者等の意見を
反映するための措置を講ずることが義務付け
られている。
これらの趣旨を踏まえ、こども家庭庁では、

小学生から 20代までのこども・若者から、
こども施策に対する意見を聴き反映する「こ
ども若者★いけんぷらす」（こども・若者意
見反映推進事業）を実施している。
2025 年度末時点で約 4,500 人が「ぷら
すメンバー」として登録しており、同年度は
計 20のテーマで「いけんひろば」を実施し、
延べ約 900 人のぷらすメンバーから意見を
聴取した（アンケート回答数を含む。）。 イ　こども・若者の各種審議会、懇談会等へ

の登用【こども家庭庁】
こども家庭庁では、「こども大綱等を踏ま

えた審議会・懇談会等におけるこども・若者
委員の登用に関する調査」を実施し、結果を
2024 年８月に公表した。今後も各府省庁
に対し登用数の増加を働きかけていくため、
2025年度も引き続き各府省庁に対し登用の
促進について呼びかけた。

第 4 章
こども施策を推進するために必要な事項

「こども若者★いけんぷらす」に登録した小
学生から 20 代までのこども・若者のこと。

「ぷらすメンバー」

キーワード

「こども若者★いけんぷらす」において、「ぷ
らすメンバー」が意見を伝える機会のこと。

「いけんひろば」

キーワード

図表 3-4-1 いけんひろばの様子
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ウ　こども・若者の意見反映に関する取組状
況に関する調査【こども家庭庁】
2025 年２月に各府省庁に対し、「こども・

若者の意見反映に関する取組状況に関する調
査」を実施し、その結果を 2026 年１月か
ら同年３月にかけて公開した。

地方公共団体等における取組促進
ア　ファシリテーター等の派遣、国の取組の

周知等を通じた支援【こども家庭庁】
こども家庭庁で実施している「こども・若

者意見反映サポート事業」において、2025
年度は、福井県越前市、愛媛県松山市、北海
道旭川市、大分県中津市、奈良県生駒市、島
根県出雲市、神奈川県二宮町、千葉県柏市及
び福島県石川町にファシリテーター等の派遣
を行った。これらの取組の資料をこども家庭
庁ホームページに掲載し、事例の周知・横展
開を図っている。

イ　こども・若者の意見反映に関する取組状
況に関する調査【こども家庭庁】
地方公共団体に対し、こども・若者の意見

反映に関する取組状況調査（調査対象期間：
2024 年１月～ 12月）を行い、その結果を
2025年度に公表した。

社会参画や意見表明の機会の充実
ア　児童の権利に関する条約の認知度の把握

と普及啓発（再掲）【こども家庭庁、外務省、
法務省】
参照 　第１章第１節イ

多様な声を施策に反映させる工夫
ア　多様な意見のこども施策への反映【こど

も家庭庁】
2024 年３月にこども家庭庁において作成

し、公表した「こども・若者の意見の政策反
映に向けたガイドライン」に関して、同年６
月に、各府省庁及び地方公共団体向けの説明
会を実施した。
また、2025 年度も、同ガイドラインで挙

げられた、声を聴かれにくいこども・若者の
意見反映に関するポイントに留意しつつ、「こ
ども若者★いけんぷらす」において、こども・

資料：こども・若者意見反映サポート事業（こども家庭庁ホームページ）
URL：https://www.cfa.go.jp/policies/iken/jichitai/i3z7UxJe

資料：こども・若者の意見の政策反映に向けたガイドライン（こども家庭庁ホームページ）
URL：https://www.cfa.go.jp/policies/iken/ikenhanei-guideline

こども・若者意見反映サポート事業

希望する地方公共団体に対し、意見聴取
の場づくりを始めとする一連の意見反映プ
ロセスについての相談応対や意見を聴く場
へのファシリテーター等の派遣などを行う

とともに、意見聴取の場に周辺自治体から
の視察を受け入れることなどにより、好事
例の横展開を図り、地方公共団体における
意見反映の取組を推進する。
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若者の活動や生活の場に出向き、意見聴取を
実施した。

社会参画・意見反映を支える人材の 
育成
ア　社会参画・意見反映を支える人材の確保

等【こども家庭庁】
こども家庭庁では、こどもや若者が安全・

安心に意見を表明できるようサポートする人
材を全国的に増やすことを目的に、2023年
度に実施した「ファシリテーター養成プログ
ラム作成のための調査研究」において作成し
たプログラムと教材を活用し、こどもの意見
表明を支えるファシリテーションに必要な知
識と実践的な学びの場を提供するための「こ
ども意見ファシリテーター養成講座」を実施
している。
2025年度は、同講座として、複数のこど

もや若者と対話するグループファシリテー
ションができる人材の養成を目的とした基礎
編を２回オンラインで実施した。また、前述
の「こども・若者意見反映サポート事業」実
施自治体において、意見聴取の場と併せてこ
ども政策関係者を主に対象とした養成講座を
個別に実施し、地域人材の養成にも取り組ん
だ。

若者が主体となって活動する団体等の
活動を促進する環境整備
ア　若者が主体となって活動する団体等の活

動の促進【こども家庭庁】
若者が主体となって活動する団体に対し、

課題等の解決に資する情報共有や連携機会の
創出のため、若者団体を立ち上げて活動し
ている若者と、若者団体を含むNPO 等を支
援している団体の担当者による講演・クロス
トークによるセミナーを実施した。

こども・若者の社会参画や意見反映に
関する調査研究
ア　こども・若者意見反映調査研究の実施【こ

ども家庭庁】
こども家庭庁では、今後の発災への備えと

して、また、発災後の対応や復旧・復興の中
で適切にこども・若者の意見やニーズが把
握され施策に反映されるよう、「こども・若
者の意見の政策反映に向けたガイドライン」
（2024 年３月公表）の改定等につなげるこ
とを目的に、「非常時におけるこども・若者
の意見反映等の在り方に関する調査研究」を
実施した。同調査研究においては、災害等の
被災地におけるこども・若者の意見聴取等に
関して知見を有する有識者からなる会議を設
け、調査内容の検討、非常時のこども・若者
の意見聴取等の取組促進のために必要な検
討・取りまとめを行った。

資料：こども意見ファシリテーター養成講座（こども家庭庁ホームページ）
URL：https://www.cfa.go.jp/policies/iken/chosa/program/yoseikoza
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「こどもまんなか」の実現に向けた
EBPM
ア　こども政策における EBPM に関する地

方公共団体の好事例の収集【こども家庭庁】
こども家庭庁では、地方公共団体のこども

施策における EBPMの推進を支援するべく、
先進的な地方公共団体の取組の好事例を引き
続き収集しつつ、収集した好事例を地方公共
団体に展開している。

イ　成育医療等に関するシンクタンク機能の
充実【こども家庭庁】
こども家庭庁では、成育医療等に関する科

学的・専門的な知見を有する国立研究開発法
人国立成育医療研究センターにおいて、成育
医療等の施策に関する知見の収集及び分析、
施策の PDCAサイクルに関する提言、自治
体・医療機関等における取組を推進するため
の支援、情報発信の推進等の成育医療等の提
供に関するデータ分析・支援等を推進してい
る 36）。

ウ　こども施策に関するデータの整備【こど
も家庭庁】
こども家庭庁では、こども・若者や子育て

当事者が置かれている状況を把握するととも
に、国際比較や長期的な追跡が可能なデータ
等を充実させるため、子ども・若者育成支援
推進法やこどもの貧困の解消に向けた対策の
推進に関する法律（平成 25年法律第 64号）
の規定にも留意し、「こども・若者総合調査」
を実施し、また、ライフデザインの多様化を
捉えた的確かつ効果的な若者政策を展開する
ため、若者世代の意識に係る総合的な調査を
実施した。

エ　こども・若者に着目したウェルビーイン
グ指標の在り方の検討【こども家庭庁】
こども家庭庁では、こども施策の推進に当

たって政府全体として収集すべきデータや指
標を整備する観点も踏まえ、我が国における
こども・若者に着目したウェルビーイング指
標について、2023年度及び 2024年度に実
施した調査研究に基づき、外部の専門家の知
見を活用しながら、その在り方について検討
を進めている。

オ　エコチル調査の推進【環境省】
環境省では、化学物質等の環境要因が胎児

期から小児期にわたるこどもの健康に与える
影響を明らかにするため、「子どもの健康と
環境に関する全国調査（エコチル調査）」を
実施している。エコチル調査では、2010年
度から全国約 10万組の親子の協力を得て、
大規模かつ長期のコホート研究を継続してお
り、この調査を着実に推進し、こども施策に
関するデータの整備、エビデンスの構築を行
う。得られた成果は、環境リスク評価や事業
者の自主的な取組へ反映されることが期待さ
れるほか、化学物質の規制強化など、リスク
管理体制の構築を推進し、次世代育成に係る
健やかな環境の実現を図るとともに、関連す
るこども施策につながることが期待される。

カ　こども施策に関するデータの二次利用の
推進【こども家庭庁】
こども家庭庁では、こども施策の推進のた

めに国が行ったこども・若者や子育て当事者
に関する調査研究等で得られたデータの二次
的利用の推進に向け、データ提供可能な調査
研究等を一元的に参照できるホームページを
構築している。

こども施策の共通の基盤となる取組第２節

36）「成育医療等の提供に関するデータ分析・支援等推進事業」（2024年度創設）
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こども・若者、子育て当事者に関わる
人材の確保・育成・支援
ア　保育人材の担い手の確保、育成、専門性

の向上、キャリア形成【こども家庭庁】
こども家庭庁では、保育人材確保策につい

て「保育の現場・職業の魅力発信」、「新規資
格取得支援」、「潜在保育士等の就職支援」、「就
業継続支援」に関係者で総合的に連携して取
り組んでいる。
また、各専門分野のリーダー的な役割を担

う者等を対象として実施する「保育士等キャ
リアアップ研修」等の実施体制の確保を図る
とともに、保育所等における職員の資質の向
上に取り組んでいる。
また、特定の都道府県等でのみ保育士と同

様に業務を行うことができる資格制度である 
地域限定保育士制度の一般制度化（国家戦略
特別区域以外でも、必要とする都道府県等が
同制度を活用できるようにし、集中的な保育
人材確保を促進） や、保育士・保育所支援セ
ンターの法制化（保育士確保のための拠点と
位置付け、保育士確保のための支援を行う体
制整備を促進）に関する規定等を盛り込んだ
「児童福祉法等の一部を改正する法律案」を
2025 年通常国会（第 217 回国会）に提出
して可決・成立し、2025年４月25日に公布、
同年 10月１日に施行された。
都道府県等は保育士・保育所支援センター

を設置し、具体的な取組として、例えば、保
育士として就職を希望する者に対して、同セ
ンターへの連絡先等の届出勧奨を行い、求人

情報の提供等によるマッチング支援を行うと
ともに、必要に応じて保育の実技に関する研
修の開催等を行っている。
引き続き、総合的な保育士確保対策を推進

し、保育の提供体制を確保していく。

イ　幼稚園教諭等の人材育成・確保に向けた
調査研究の実施（再掲）【文部科学省】
参照 　�第２章第１節（こどもの誕生前から

幼児期までのこどもの成長の保障と
遊びの充実）ニ

ウ　子育て支援員研修の実施【こども家庭庁】
こども家庭庁では、都道府県・市町村等に

おいて、地域で子育て支援の仕事に関心を持
ち、子育て支援分野の各事業等に従事するこ
とを希望する者等に対し、必要となる知識や
技術等を修得するための全国共通の「子育て
支援員研修事業」を地域の実情に応じて実施
している。

エ　児童相談所職員の確保、育成、専門性の
向上【こども家庭庁】
こども家庭庁では、「新たな児童虐待防止

対策体制総合強化プラン」において、2024
年度から 2026 年度までに、児童福祉司を
910 人程度、児童心理司を 390 人程度増員
することとしている。

オ　児童養護施設等の職員の人材育成、里親
の確保【こども家庭庁】
こども家庭庁では、職員の資質向上や研修

子育て支援員研修

子育て支援の各事業等に共通する「基本
研修」と分野ごとの専門的な知識等の修得
を目的とした「専門研修」で構成されてい
る。なお、「専門研修」には、「地域保育コー

ス」、「地域子育て支援コース」、「放課後児
童コース」、「社会的養護コース」の４つの
コースが設けられている。
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指導者の養成を目的とした研修に係る費用の
補助を行う「児童養護施設等の職員の資質向
上のための研修等事業」や、施設における基
幹的職員を養成するために、一定の経験を有
する者を対象として都道府県等が実施する研
修事業に対する補助を行う「基幹的職員研修
事業」を実施している。あわせて、児童養護
施設等における人材確保に係る新たな取組と
して、課題分析・解決を担う人事コンサルタ
ントの活用等を行うモデル事業を創設した。
また、新たに児童家庭支援センターにおけ

る地域支援連携担当職員の配置を支援するこ
とにより、こども家庭センターとの連携強化
や地域のこども家庭支援の取組を推進してい
る。
さらに、児童相談所や里親支援センター、

民間フォスタリング機関、乳児院・児童養護
施設、里親会等の職員を対象とした研修の実
施や、里親支援センターや民間フォスタリン
グ機関の担い手の掘り起こし、育成、確保を
目的とした全国的なフォーラムを開催する
「里親支援センター等人材育成事業」を実施
するとともに、様々な広告媒体を活用し里親
制度や特別養子縁組制度などについて広報啓
発を行う「里親制度等及び特別養子縁組制度
等広報啓発事業」を実施している。
施設において、補助職員の雇上費を補助す

ることにより、職員の業務負担を軽減する「児
童養護施設等体制強化事業」を実施している。

カ　障害児支援における人材育成【こども家
庭庁】
こども家庭庁では、令和４年改正児童福祉

法により、児童発達支援センターが地域にお
ける障害児支援の中核的な役割を担うことが
明確化されたことを踏まえ、2023年度から
「地域障害児支援体制強化事業」を実施し、
児童発達支援センターにおいて、幅広い高度
な専門性に基づく支援を行うことができる人
材の養成や、地域の他の障害児通所支援事業
所や保育所、放課後児童クラブ等に対し専門
的な助言を行うなど、地域における障害児支

援の質の底上げを図っている。
さらに、全国どの地域でも質の高い支援が

提供されるよう、支援人材育成の観点から、
障害児支援における全国共通の研修体系の構
築にも取り組んでいる。

キ　民生委員・児童委員に対する研修の実施、
担い手確保【厚生労働省、こども家庭庁】
厚生労働省及びこども家庭庁では、民生委

員・児童委員が、地域住民に対する適切な相
談支援を行うことができるよう、その資質の
向上のための都道府県等による研修の実施や
担い手確保に向けた取組を支援している。

ク　保護司活動の基盤整備の推進（再掲）【法
務省】
参照 　�第１章第７節（非行防止と自立支援）

ソ

ケ　保護司に対する研修の充実【法務省】
法務省では、近時、犯罪・非行の態様や保

護観察に付された人の抱える問題の複雑化・
多様化が進んでいることから、これらに適切
に対応するため、若年層を含む幅広い年齢
層や多様な職業分野からの保護司適任者の
確保に努めるとともに、保護司研修の充実を
図っている。また、近年、保護司の確保が
困難になっている状況に鑑み、幅広く広報活
動を行うとともに、新任保護司の不安を軽減
するために、保護司の活動を組織的にサポー
トできるよう各種支援策の拡充・推進に努め
ている。

コ　保育人材に対するメンタルケア【こども
家庭庁】
こども家庭庁では、園長経験者等が保育所

等を巡回し、現場の保育士に対して保護者へ
の適切な対応方法等に関する助言等を行うこ
とや、保育士の相談窓口を設置し相談しやす
い体制の整備をするなどの支援に取り組んで
いる。
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サ　公立学校教員のメンタルヘルス対策【文
部科学省】
文部科学省では、教員が疲労や心理的負担

を過度に蓄積して心身の健康を損なうことの
ないよう、2023年度より新たに「公立学校
教員のメンタルヘルス対策に関する調査研究
事業」を実施し、採択自治体の各教育委員会
において、専門家等と協力しながら、域内の
自治体・学校における、セルフケアやライン
ケアの充実、ICT・SNS、相談員等を活用し
たメンタルヘルス対策のモデル事業の実施及
びその効果検証等を進めている。引き続き、
教員の心身の健康の確保等を図るために、メ
ンタルヘルス対策に取り組むこととしてい
る。

教職員自身が、自分自身のストレスに気付
き、これに対処する知識や方法を身に付ける
など、メンタルヘルスの自己管理を行うこと。

セルフケア

キーワード

上司が所属職員について日常的に健康状況
等を見て支援や相談対応等を行うこと。

ラインケア

キーワード

シ　児童相談所職員のメンタルケア【こども
家庭庁】
こども家庭庁では、児童相談所がこどもを

守るための本来の機能を十分に発揮できるよ
う、各児童相談所における個別面談等を通じ
て燃え尽き等を防止するための定着支援アド
バイザー（心理職等）の配置を支援している。

ス　地域におけるこども・若者支援のための
人材育成【こども家庭庁】
こども家庭庁では、ひきこもり・不登校等

社会生活を営む上で困難を有するこども・若

者への支援に従事する者を対象に、社会生活
を営む上で困難を有するこども・若者に対す
るアウトリーチ等の支援に必要とされる知
識・技法や支援の在り方等について習得する
ことを目的とした「アウトリーチ（訪問支援）
研修」や、ひきこもり等の困難な状態に陥る
ことを未然に防ぐ活動の担い手を養成する
「こども・若者育成支援研修」を実施している。

セ　「はじめの 100 か月の育ちビジョン」を
踏まえた関係者による連携の推進【こども
家庭庁】
「はじめの 100か月の育ちビジョン」では、
社会の全ての人と共有したい基本的な視点と
して、こどもの誕生前から切れ目なく育ちを
支えることや、保護者・養育者のウェルビー
イングと成長の支援・応援をすること、こど
もの育ちを支える環境や社会の厚みを増すこ
との重要性などを掲げている。
こども家庭庁では、この内容を実現するた

め、①社会全体や専門職、保護者・養育者、
関心層に向けた「はじめの100か月の育ち
ビジョン」の内容の普及啓発、②乳幼児や保
護者・養育者と地域の人々をつなぐコーディ
ネーターの養成、③「はじめの100か月の育
ちビジョン」を推進する上で必要となる科学
的知見や自治体・こどもに関わる専門職等の
取組事例に関する調査研究結果の周知、諸外
国の動向に関する調査研究等を進めている。
2025年度は、①こども・若者に向けた動画・
ポスター、企業関係者に向けた動画・ガイド
ブックや、②コーディネーター養成事業のモ
デル事例集、③自治体・こどもに関わる専門
職等に向けた取組事例集、④本ビジョンの英
語版・多言語版の資料等を作成した。
これらの取組を始め、「はじめの 100か月

の育ちビジョン」の推進のために関連施策を
総合的に推進していく。

ソ　こどもまんなか社会実現プラットフォー
ムの運営と情報発信【こども家庭庁】
こども家庭庁では、こどもや若者、子育て
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家庭に対し、地域で支援等を行っている様々
な民間団体や企業等との対話・連携・協働を
強化・推進していくため設立した「こどもま
んなか社会実現プラットフォーム」のキック
オフイベントを 2025年 11月に実施し、会
員募集を開始した。2026年３月にはプラッ
トフォームの会員同士の交流を促進し、新規
会員の巻き込みの機会とするワークショップ
を実施した。

地域における包括的な支援体制の構築・
強化
ア　地域におけるこども・若者支援のための

体制整備（再掲）【こども家庭庁】
参照 　�第１章第４節（必要な支援を促す取

組）イ

イ　法務少年支援センターによる地域援助の
推進（再掲）【法務省】
参照 　�第１章第７節（非行防止と自立支援）

シ

ウ　保護観察所による更生保護に関する地域
援助の推進（再掲）【法務省】
参照 　�第１章第７節（非行防止と自立支援）

ス

エ　こども家庭センターの体制整備（再掲）
【こども家庭庁】
参照 　�第１章第６節（児童虐待防止対策等

の更なる強化）ア

オ　こどもデータ連携実証事業の実施・事例
集の作成【こども家庭庁】
こども家庭庁では、地方公共団体において、

個々のこどもや家庭の状況や利用している支
援等に関する福祉・保健・教育などの情報・
データを、分野を越えて連携させることを通
じて、潜在的に支援が必要なこどもや家庭を
把握し、プッシュ型・アウトリーチ型の支援
につなげる「こどもデータ連携」の取組につ
いて、全国 11の地方公共団体の協力の下、
実証事業を実施した。また、実証事業に参画
した団体の事例を中心に、そのほかの類似の
取組についても調査・ヒアリング等を行い取
りまとめ、事例集を作成し、公表した。

子育てに係る手続・事務負担の軽減、
必要な支援を必要な人に届けるための
情報発信
ア　こども政策 DX の推進【こども家庭庁】
制度があっても現場で使いづらい・執行し

づらいという状況にならないよう、「こども
政策 DX」を推進している。プッシュ型通知

資料：科学的知見の調査研究（こども家庭庁ホームページ）
URL：https://www.cfa.go.jp/policies/kodomo_sodachi/research

資料：地域コーディネーターの養成（こども家庭庁ホームページ）
URL：https://www.cfa.go.jp/policies/kodomo_sodachi/coordinator

資料：社会の全ての方向け動画・ハンドブックなど（こども家庭庁ホームページ）
URL：https://www.cfa.go.jp/policies/kodomo_sodachi/video_brochure
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や、デジタル技術を活用した手続等の簡素化、
データ連携、様々な手続をワンストップで行
うことができる窓口の整備、申請書類・帳票
類の簡素化・統一化など、子育て当事者等の
利便性向上や子育て関連事業者・地方公共団
体等の手続・事務負担の軽減に資する取組を
進めている。
2025年度は、2024 年度に実施したこど

も政策DXに係るモデル事業及びこども政策
DX見本市の取組を通して得られた、子育て分
野における業務のデジタル化・ICT化等の好
事例を地方公共団体や子育て関連事業者等に
周知し、事例の横展開を図った。また、こど
も政策DXを推進し、こどもまんなか社会の
実現を図るため、2025年６月に「こども政策
DX推進チーム」を開催し、こども政策DXに
関する基本的な考え方や各分野における具体
的な取組等を定めた「こども政策DXの推進
に向けた取組方針2025」を策定した。
さらに、こども家庭庁内のこども政策DX

に関する取組を推進するため、他省庁や委託
事業者等の外部からの支援も活用し、庁内の
こども政策DXに係る体制の強化を図った。

こども・若者、子育てにやさしい社会
づくりのための意識改革
ア　「こどもまんなかアクション」の推進【こ

ども家庭庁】
こども家庭庁では、こども未来戦略に基づ

き、こども・若者、子育てにやさしい社会づ
くりのための意識改革として「こどもまんな
かアクション」を推進している。
具体的には、「こどもまんなか」の趣旨に

賛同する企業・個人・地方自治体などに「こ
どもまんなか応援サポーター」になっていた
だく取組や、好事例の周知、「こどもまんな
か月間」の実施、全国各地域でのリレーシン
ポジウム及びサポーターと連携したイベント
開催等を行った。

図表 3-4-2 ユースのアクションサミット
の様子

図表 3-4-3 リレーシンポジウムの様子

資料：こども政策DX推進チーム（こども家庭庁ホームページ）
URL：https://www.cfa.go.jp/councils/kodomo_seisaku_DX

デジタルトランスフォーメーションのこと。
将来の成長、競争力強化のために、新たなデ
ジタル技術を活用して組織・業務モデルの柔
軟な改変・新たな創出をすること。 
出典：�令和 4 年（2022 年）デジタル社会の

実現に向けた重点計画「用語集」

DX

キーワード
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イ　こども連れの方が移動しやすい環境整備
【国土交通省】
国土交通省では、鉄道やバスなどにおける

ベビーカー使用者のためのフリースペース等
の設置や分かりやすい案内の促進とともに、
公共交通機関等において、「ベビーカーの安
全な使用」や「ベビーカー利用への理解・配慮」
について普及啓発を図るため、ベビーカー利
用に関するキャンペーンを実施するなど、妊
産婦や乳幼児連れの方を含め、配慮が必要な
方に対して、お互いに理解・協力いただける
よう、継続的に働きかけを行っている。また、
こども連れ旅行者にやさしい旅行の気運醸成
を図っている。

ウ　結婚、妊娠・出産、子育てを応援する気
運の醸成等【こども家庭庁】
こども家庭庁では、地方公共団体が実施す

る、企業や民間団体を含めた地域全体で結婚、
妊娠・出産、子育てを応援する気運醸成、育
児休業取得と家事・育児分担の促進や子育て
と仕事の両立と多様な働き方の促進などの取
組に対し、「地域少子化対策重点推進交付金」
により支援している。

エ　子ども・子育て支援金制度の創設【こど
も家庭庁】
加速化プランに基づく児童手当の拡充、こ

ども誰でも通園制度などに充当するため、
2026年４月から、子ども・子育て支援金（以
下「支援金」という。）を全ての世代や企業の
皆様に医療保険料と併せて拠出いただく制度
が施行された。

支援金は、こどもや子育て家庭を社会全体
で支援するため、全ての世代や企業の皆様に
拠出いただくこととしたものであり、社会保
障の歳出改革等による社会保険の負担軽減効
果の範囲内で導入することが法律で定められ
ている。
こども家庭庁においては、こどもや子育て

家庭を社会全体で支えるという考え方や、支
援金は、社会保障の歳出改革等による負担軽
減効果の範囲内で導入するものであることに
ついて、引き続き、周知広報に取り組んでい
くこととしている。

オ　結婚や子育てに関する若い世代を主体と
する情報発信等【こども家庭庁】
こども家庭庁では、2024年７月から開催

した大臣主宰の「若い世代の描くライフデザ
インや出会いを考えるワーキンググループ」
を踏まえ、2025年においては若い世代が安
心して気軽に自らのライフデザインに役立つ
様々な情報を収集することができるよう、結
婚や子育てを含む将来のライフイベントに関
する様々な情報を発信する、「ライフデザイ
ンのための情報ポータルサイト」を立ち上げ
た。様々なロールモデルや正確な情報を知る
ことによる将来に対する漠然とした不安を軽
減し、若い世代がライフデザインを描く上で
の情報基盤を目指している。
また、若い世代主体のプロジェクトチーム

を組成し、若い世代に向けた結婚や子育て等
を含むライフデザインに関する企画・情報発
信を行った。
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国における推進体制
ア　こども政策推進会議【こども家庭庁】 
こども家庭庁では、こども政策推進会議に

おいて、こども大綱に基づく幅広いこども政
策の具体的な取組を一元的に示したアクショ
ンプランである「こどもまんなか実行計画
2025」を決定した。

こども家庭庁に置かれる特別の機関であり、
内閣総理大臣を会長とし、全ての閣僚を構成員
に指定している。こども施策に関する重要事項
の審議や、こども施策の実施の推進等を行う。

こども政策推進会議

キーワード

イ　こどもまんなか実行計画による PDCA
とこども大綱の見直し【こども家庭庁】
こども家庭庁では、こども・若者や子育て

当事者からの意見や、こども家庭審議会での
議論を踏まえて、2025年６月６日、こども
政策推進会議において、こども大綱に基づき
具体的に取り組む施策を「こどもまんなか実
行計画 2025」として取りまとめた。
こども家庭審議会で、施策の実施状況や、

こども大綱に掲げた数値目標・指標などを検
証・評価し、その結果を踏まえて毎年こども
政策推進会議で「こどもまんなか実行計画」
を改定し、関係府省庁の予算概算要求などに
反映することで、継続的に施策の点検と見直
しを図っていくこととしている。

こども家庭庁に置かれる審議会。こどもが
自立した個人としてひとしく健やかに成長す
ることのできる社会の実現に向けた基本的な
政策に関する重要事項等を調査審議する。

こども家庭審議会

キーワード

ウ　こども家庭審議会【こども家庭庁】
こども家庭庁に置かれたこども家庭審議会

では、2025年度時点で、３分科会と９部会
が設置され、それぞれの所掌事務について精
力的に調査審議を行った。こどもまんなか実
行計画 2025 の策定に向けた議論において
は、自治体、こども・若者の意見を取り入れ
ながら、こども家庭審議会で調査審議を行い、
意見書「こどもまんなか実行計画 2025 の
策定に向けた意見書」を作成し、こども政策
推進会議の会長である内閣総理大臣に提出し
た。

エ　全ての施策においてこども・若者の視点
や権利を主流化するための取組の在り方

【こども家庭庁】
こども家庭庁では、2024年度に国際社会

の動向や諸外国の取組を参考にしつつ、各種
施策を企画立案・実施するに当たり、こども
や若者に与える影響を事前又は事後に評価す
る取組の在り方について調査研究を行った。
その結果を踏まえ、これらの取組の在り方に
ついての検討を進め、引き続き権利を基盤と
した施策を推進する。

資料：こどもまんなか実行計画 2025
URL：�https://www.cfa.go.jp/assets/contents/node/basic_page/field_ref_resources/

f3e5eca9-5081-4bc9-8d64-e7a61d8903d0/e737eb3c/20250606_policies_
kodomo-taikou_52.pdf

施策の推進体制等第３節
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自治体こども計画の策定促進、地方公
共団体との連携
ア　こども施策に関する計画を自治体こども

計画として一体的に策定する地方公共団体
の支援【こども家庭庁】
こども家庭庁では、こども政策推進事業

費補助金（自治体こども計画策定支援事業）
により、都道府県及び市町村における、①自
治体こども計画を策定するために必要な調
査（こどもや子育て当事者等からの意見聴取
等、資源量の把握等に係る取組）や、②調査
結果を踏まえた自治体こども計画の策定（自
治体こども計画の策定に向けた検討会議等
の運営等に係る取組）に対する経費の支援を
行った。

イ　自治体こども計画の策定・推進状況やこ
どもに関する基本的な方針・施策を定めた
条例の策定状況についての「見える化」【こ
ども家庭庁】
こども家庭庁では、自治体こども計画の策

定・推進状況を把握するため、都道府県・市
区町村を対象とした「令和７年度こども計画
等に係る自治体基礎調査」（2026 年１月１
日時点調査）を行った。
自治体こども計画の策定状況につい

て、2025 年度末までの策定率は都道府県
100％、市区町村は約 53.8%（予定を含む。）
となっており、引き続き都道府県と更なる連
携を図り、市区町村の事情を伺いながら、こ
ども計画の策定支援を行っていく。

ウ　国と地方の協議の場の開催等【こども家
庭庁】
こども家庭庁では、国と地方が連携を強化

すべく、政府と地方三団体（全国知事会・全
国市長会・全国町村会）の長等とが率直な意
見交換を行うため、2025 年４月及び 12月
に「こども政策に関する国と地方の協議の場」
を開催した。さらに、「全国こども政策関係
部局長会議」及び「全国こども政策主管課長
会議」を開催し、国の施策等の周知を行った。

国際的な連携・協力
ア　国際的な暴力撲滅に向けた取組【こども

家庭庁、関係省庁】
こどもに対する暴力をなくすための国際的

な取組に参加し、パスファインディング国（自
国内のこどもに対する暴力撲滅に向けて取り
組むことにコミットする国）として、2021
年度に策定された「こどもに対する暴力をな
くす行動計画（旧称：子どもに対する暴力撲
滅行動計画）」に基づく取組を着実に進めた
ほか、関係省庁と連携し、各省庁の様々な取
組の進展を踏まえ、市民社会や、「こども若
者★いけんぷらす」37）を活用したこども・若
者からの意見を取り入れつつ、計画の名称を
含め大幅な更新を行い、同計画を４年度ぶり
に改定した。2025 年 11 月には、フィリピ
ンにおいて開催された「パスファインディン
グ国アジア太平洋地域会合」（フィリピン政
府、UNICEF（国連児童基金）及び児童に対
する暴力担当国連事務総長特別代表（SRSG-
VAC）事務所共催）にこども家庭庁長官官房
審議官が出席し、同会合において、「こども
に対する暴力をなくす行動計画」の改定に向

37）参照　第３部第４章第１節（国の政策決定過程へのこども・若者の参画促進）

資料：こどもに対する暴力をなくすための行動計画 
URL：https://www.cfa.go.jp/policies/international/evac
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けた取組、こども家庭センターの設置や児童
相談所体制強化、こども性暴力防止法の施行
準備の状況など、こどもに対する暴力をなく
すための最新の取組を紹介し、引き続きこれ
らの取組を進めていくことを表明した。

図表 3-4-4 「こどもに対する暴力をなくすた
めのパスファインディング国ア
ジア太平洋地域会合」の様子

イ　条約を踏まえた国内施策の実施等【こど
も家庭庁、外務省、関係省庁】
我が国は、児童の権利に関する条約、武力

紛争における児童の関与に関する児童の権利
に関する条約の選択議定書及び児童の売買、
児童買春及び児童ポルノに関する児童の権利
に関する条約の選択議定書の締約国である。
2017年に第４回・第５回政府報告を児童の
権利委員会に提出し、2019年１月の対日政
府報告審査の後、同年２月、同委員会による
総括所見（最終版の公表は同年３月）が公表
された。我が国は、総括所見の趣旨も踏まえ
つつ、これらの条約の実施確保に努めている。
児童の権利委員会では、2017年３月から

2025年２月までの２期８年の間、我が国出
身者が委員を務めた。同委員は２期目の任期
中、2021年５月から２年の間、同委員会委
員長を務めた。

ウ　「ビジネスと人権」に関する行動計画に
基づく取組の推進【外務省、関係省庁】
国連人権理事会で支持された「ビジネス

と人権に関する指導原則」を受け、政府は
2020年に「ビジネスと人権」に関する行動
計画を策定し、「子どもの権利の保護・促進」
を含め、企業活動における人権の尊重に関す
る取組を進めている。2025 年 12 月には同
計画を改定し、日本が取り組むべき優先分野
として、「子ども・若者」を取り上げ、課題
認識とこれまでの取組を整理するとともに、
ビジネスと人権の観点から、子ども・若者の
人権の保護・促進に向けた取組の方向性及び
具体的施策の例を明記した。

エ　日本の取組・考え方についての国際的な
情報発信【こども家庭庁、外務省】
我が国は、国連人権理事会及び国連総会第

３委員会などの国連における児童に関する議
論に積極的に参加するとともに、二国間の対
話や多国間フォーラムの機会を活用し、我が
国のこども分野における取組についての説
明・情報発信を行っている。
こども家庭庁では、2025 年 11 月にフィ

リピンにおいて開催された「パスファイン
ディング国アジア太平洋地域会合」に参加し、
我が国の取組を発信したほか、諸外国や国際
機関の要人・関係省庁担当者の来日の機会に、
我が国の取組について情報発信を行った。ま
た、こども家庭庁の関連施策に関する資料の
英訳版を作成し、こども家庭庁ホームページ
に公表している。2025 年 11 月には、日中
韓の３か国で、少子高齢化問題について情報
共有や議論を行う第 13回「日中韓少子高齢
化セミナー」（中国で開催）にこども家庭庁
長官官房審議官等が参加し、３か国における
未婚化・晩婚化や少子化をめぐる状況につい
て議論を行った。

資料：2025年 12月 24日 「ビジネスと人権」に関する行動計画の改定（外務省ホームページ）
URL：https://www.mofa.go.jp/mofaj/press/release/pressit_000001_03165.html
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オ　国際機関との連携【こども家庭庁、外務
省】
こども家庭庁では、2025 年５月及び 11

月の２回に渡り、児童に対する暴力担当国連
事務総長特別代表（SRSG-VAC）との対話を
行い、パスファインディング国としてのこど
もに対する暴力をなくす取組の進捗等につい
て意見交換を行った。また、SRSG-VAC 事
務所が設置する、パスファインディング国に
おける好事例を共有するプラットフォームに

対し、我が国の取組についての情報提供を通
じて協力を行った。
また、2025 年６月には国連児童基金（ユ

ニセフ）のキティ・ファン・デル・ハイデン
事務局次長と副大臣が面会し、こども家庭庁
と日本ユニセフ協会が共催する「こどものけ
んりプロジェクト」を通じたこどもの権利の
普及啓発等における今後の連携強化に向けて
意見交換を行った。
さらに、2025年 10月にはOECD WISE

（Well-being, Inclusion, Sustainability 
and Equal Opportunity）センター所長と
面会し、こどものウェルビーイングとその測
定等に関して、情報交換・共有を行った。
外務省では、2025 年５月に児童に対す

る暴力担当国連事務総長特別代表（SRSG-
VAC）が訪日した際、政務官が表敬を受け、
児童に対する暴力撲滅に向けて引き続き連携
していくことで一致した他、2025年に国連
児童基金（ユニセフ）を通じて、性暴力の被
害児童の保護支援を含む事業を実施してい
る。

資料：�2025 年５月 22日 ムジート児童に対する暴力担当国連事務総長特別代表（SRSG-VAC）�
による生稲外務大臣政務官表敬（外務省ホームページ）

URL：https://www.mofa.go.jp/mofaj/press/release/pressit_000001_02165.html

資料：�2025 年５月 20日ムジート児童に対する暴力担当国連事務総長特別代表（SRSG-VAC）�
による渡辺長官表敬訪問（こども家庭庁ホームページ）

URL：https://www.cfa.go.jp/policies/international/20250520

図表 3-4-5 第 13 回「日中韓少子高齢化
セミナー」の様子

資料：�こどもに対する暴力をなくすためのパスファインディング国アジア太平洋地域会合への�
参加について

URL：https://www.cfa.go.jp/policies/international/evac/20251112 

資料：第 13回日中韓少子高齢化セミナー
URL：https://www.cfa.go.jp/policies/international/spdap/20251106
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